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In recent years, the use of public open space has been promoted through the town development organization registration system. The 
purpose of this study is to clarify the trends and characteristics of urban development systems selected by registered community 
development organizations. The results revealed that special urban regeneration districts are promoting utilization. 
 

１-１．研究の背景及び目的 

都心部には公開空地等が多く存在し，東京都は公

開空地の活用促進を目的に，2003 年に「東京のしゃ

れた街並みづくり推進条例・まちづくり団体登録制

度（以下，まちづくり団体登録制度）」を制定した．

これにより，公開空地での有料の公益的イベント実

施が可能になる［１］等，公開空地活用の幅が広がり，

質の高い活用を行うことが期待されている［２］． 

一方で，公開空地の形態等に影響する 「容積率緩和

諸制度 （１）」には容積率の緩和要件に公開空地整備を

定めているが，都市再生特別地区を除く制度は公開

空地活用を想定した基準を定めていない．そのため，

容積率緩和を優先した歩道状空地が多く整備されや

すくなり ［３］，公開空地の活用を促進する空間整備を

妨げると想定される． 

そこで，本研究では，まちづくり団体登録制度の登

録事例を対象に， 「容積率緩和諸制度」を用いた公開

空地整備において，容積率緩和要件の傾向を明らか

にする．その上で活用の促進に寄与する容積率緩和

要件について考察する． 

１-２．研究の方法及び研究対象 

 文献調査より， 「容積率緩和諸制度」毎に容積率緩

和要件に係る公開空地の規定と，まちづくり団体登

録制度の登録事例が活用した 「容積率緩和諸制度」の

指定年を各制度の登録一覧 ［４］ ［５］ ［６］［７］［８］を用いて

整理する．研究対象の 「容積率緩和諸制度」はまちづ

くり団体登録要件の特定街区，再開発等促進区を定

める地区計画 （以下，再開発等促進区），総合設計制

度，高度利用地区，都市再生特別地区とする． 

まちづくり団体への登録事例は，2023 年３月末時

点に本制度に登録済みの 150 件とする［１］． 

 

２．「容積率緩和諸制度」の特徴とまちづくり団体

登録制度の登録事例の整理 

２-１．「容積率緩和諸制度」の公開空地整備におけ

る容積率緩和要件 

 東京都都市整備局が定める運用基準［４］［５］［６］［７］

［９］から，「容積率緩和諸制度」の概要及び公開空地

整備に係る容積率緩和要件を整理した（Table1）． 

都市再生特別地区では都市再生の貢献メニュー

（２）を容積率緩和の要件としており，空間整備基準

は設けられていないが，その他制度では公開空地の

形状による有効係数や公開空地の規模等の空間整備

基準が容積率緩和の要件という違いが明らかとなっ

た． 

これより，都市再生特別地区は民間の提案を柔軟

に受け入れることを目的とするため，公開空地にお

いても事業者による貢献メニューの提案を基本とし

た空間整備基準に捉われない自由な空間整備を可能

とすると考えられる．一方で，その他制度は市街地

の環境整備を目的とするため，空間整備基準が定め

られるという違いがあると考える． 

また、その他制度では容積率緩和を優先して公開

空地の整備が行われやすいため，有効係数が最も大

きい歩道状空地が多く整備されやすい傾向にある．

令和 5年度　日本大学理工学部　学術講演会予稿集

 262

F2-24



そのため，まとまった空地の確保が困難になり，イベ

ント規模等が制限されることで，公開空地の活用の

しやすさに差が生じると考えられる． 

２-２．まちづくり団体登録制度の登録事例の変遷 

まちづくり団体登録制度の登録事例の変遷を整理

した（Figure.1）． 

 2003 年のまちづくり団体登録制度創設後に「容積

率緩和諸制度」を指定した事例のうち，再開発等促進

区は 16 件から 27 件と増加傾向にあり，都市再生特

別地区は 20 年ほどで 36 件の事例が登録されている

ことが明らかとなった．このことから，2003 年のま

ちづくり団体登録制度創設により公開空地の活用の

幅が広がったことで，特定街区等の容積率緩和を優

先した公開空地の空間整備が行われやすい制度より，

地域の活性化の拠点づくりを目的に含む再開発等促

進区や自由度の高い空間整備を可能とする都市再生

特別地区のような公開空地の活用に寄与する制度を

指定する傾向にあると考えられる． 

 

３．総括 

「容積率緩和諸制度」の特徴とまちづくり団体登

録制度の登録事例の傾向とし，以下２点が明らかと

なった．①都市再生特別地区では公開空地の空間整

備基準に捉われない空間整備が可能となる，②公開

空地の活用に寄与する制度を指定する傾向がある． 

以上より， 「容積率緩和諸制度」の容積率緩和要件

について，貢献メニューを定める等の公開空地の活

用に寄与する容積率緩和要件を定めることで，自由

度の高い整備が可能になると考えられる． 
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補注 

(１) 本研究では容積率緩和諸制度を，特定街区・再開発等促進区を定める地区計画・総合設

計制度・高度利用地区・都市再生特別地区を指す． 
(２) 公開空地における貢献メニューは，広場・歩道状空地の整備，広場等におけるイベント

企画・運営が挙げられる． 
  

※特定の基準を満たす場合，1.2 を乗じる 

Figure.1 「容積率緩和諸制度」とまちづくり団体登録制度の登録事例の傾向 

 

Table１ 「容積率緩和諸制度」による公開空地に関する容積率緩和要件 
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